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令和３年３月新規高等学校卒業予定者の求人・求職状況について 

求人倍率 低下するも２倍超え 

～ 求人数 ２８，３２１人 対前年比２６．２％減少 ～ 
 

新規高等学校卒業予定者の求人・求職状況（令和２年７月末現在）は、以下のとおり

となっています。 

求人数は、28,321 人と前年同期の 38,372 人に比べ 26.2％減少しました。 

また、就職希望者数は、11,055 人と前年同期の 11,890 人に比べ 7.0％減少し、求人倍

率は 2.56 倍と、直近の３年間より低い値となったものの、リーマン・ショック後（1.21

倍）程の低水準とはなりませんでした。 

 

 

 

 

   

 

【主な産業別の状況】 

産業別では、全体の求人数の約４割を占める製造業の求人数が 11,484 人と、前年同期の

16,714 人と比べ 31.3％減少しました。 

中でも愛知県の基幹産業である自動車産業（輸送用機械器具製造業）では、求人数が 

4,578 人で、前年同期の 6,578 人と比べ 30.4％減少しました。 

また、減少割合が大きい宿泊業・飲食サービス業では、求人数が 775 人と、前年同期の

1,536 人と比べ 49.5％減となっております。 

 

製造業            11,484 人（前年同期比 31.3％減・5,230 人減） 

 うち輸送用機械器具製造業  4,578 人（前年同期比 30.4％減・2,000 人減） 

建設業            4,281 人（前年同期比 2.9％減・128 人減） 

卸売業・小売業        3,154 人（前年同期比 23.9％減・992 人減）  

宿泊業・飲食サービス業     775 人（前年同期比 49.5％減・761 人減） 

  

・求人数    ２８，３２１人（対前年比２６．２％減少）  

・就職希望者数 １１，０５５人（対前年比７．０％減少） 

・求人倍率     ２．５６倍（対前年差０．６７ポイント低下） 

令和２年８月 31 日（月） 

【照会先】 
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【規模別の状況】 

  事業所規模別では、300 人以上規模の求人数が 7,071 人で前年同期の求人数 10,540 人と

比べ 32.9％減少しており、大規模の事業所において減少割合が大きくなっています。 

 

 

  ◆令和３年３月新規高等学校卒業予定者の採用選考開始 

令和３年３月新規高等学校卒業予定者の採用選考が 10月 16日(※)より開始されます。 

愛知労働局及びハローワークでは、採用選考の際に、国籍、性別、障害の有無、定時・

通信制課程の生徒であることなどを理由に就職の機会が失われることがないよう事業主

に公正な採用選考について啓発しています。 

また、新規高等学校卒業予定者に対する職業意識形成支援、就職支援を行い、学校と

連携して１人でも多くの新規高等学校卒業予定者の就職が実現するよう全力を挙げて取

り組みます。 

 

＜令和３年３月新規高校卒業予定者に対する採用までのスケジュール＞ 

６月 １日（月） 求人申込書（高卒）の受付開始 

７月 １日（水） 求人公開、学校へ求人票の提出、学校訪問 

10 月 ５日（月）※ 応募開始（高校・安定所から求人者へ統一応募書類の送付） 

10 月 16 日（金）※ 選考開始、採用内定 

卒業後 就業開始 

 

(※)新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、高等学校が臨時休校したことから、

就職準備期間に配慮し、全国的に応募開始及び選考開始の期日が例年より１か月後

ろ倒しとなっています。[令和２年６月 16 日記者発表済み] 



① ② ③

（人） （前年比％） （人） （前年比％） （① / ②）倍 （前年差 P）

平成２２年３月卒 14,925 55.6)(▲   11,035 7.2)(▲    1.35 1.48)(▲   

平成２３年３月卒 13,316 10.8)(▲   10,977 0.5)(▲    1.21 0.14)(▲   

平成２４年３月卒 14,273 7.2)(      11,067 0.8)(      1.29 0.08)(     

平成２５年３月卒 15,539 8.9)(      11,392 2.9)(      1.36 0.07)(     

平成２６年３月卒 15,979 2.8)(      11,367 0.2)(▲    1.41 0.05)(     

平成２７年３月卒 21,945 37.3)(     11,465 0.9)(      1.91 0.50)(     

平成２８年３月卒 26,370 20.2)(     11,744 2.4)(      2.25 0.34)(     

平成２９年３月卒 29,585 12.2)(     12,252 4.3)(      2.41 0.16)(     

平成３０年３月卒 33,088 25.5)(     12,077 2.8)(      2.74 0.49)(     

平成３1年３月卒 38,092 15.1)(     12,157 0.7)(      3.13 0.39)(     

令和２年３月卒 38,372 0.7)(      11,890 2.2)(▲    3.23 0.10)(     

令和３年３月卒 28,321 26.2)(▲   11,055 7.0)(▲    2.56 0.67)(▲   
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新規高校卒業者の求人・求職状況の推移（各年7月末現在）
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令和２年７月末現在

項　　　目 令和元年7月末

産業・職業・規模 求人数 増減数 対前年同期比

Ａ，Ｂ 農，林，漁業（01～04） 63 79 ▲ 16 ▲ 20.3
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業（05）　　　　　 13 9 4 44.4
Ｄ 建設業（06～08）　　　　 4,281 4,409 ▲ 128 ▲ 2.9
Ｅ 製造業（09～32）　　　　 11,484 16,714 ▲ 5,230 ▲ 31.3
　09　食料品製造業 985 1,354 ▲ 369 ▲ 27.3
　10　飲料・たばこ・飼料製造業 24 51 ▲ 27 ▲ 52.9
　11　繊維工業　　　　　 150 223 ▲ 73 ▲ 32.7
　12　木材・木製品製造業（家具除く）　　　　　 78 106 ▲ 28 ▲ 26.4
　13　家具・装備品製造業　　　　　 83 124 ▲ 41 ▲ 33.1
　14　パルプ・紙・紙加工品製造業 124 204 ▲ 80 ▲ 39.2
　15　印刷・同関連業 240 270 ▲ 30 ▲ 11.1
　16　化学工業　　　　　 213 303 ▲ 90 ▲ 29.7
　17　石油製品・石炭製品製造業 11 14 ▲ 3 ▲ 21.4
　18　プラスチック製品製造業　（別掲を除く） 530 736 ▲ 206 ▲ 28.0
　19　ゴム製品製造業　　　　　 173 250 ▲ 77 ▲ 30.8
　21　窯業・土石製品製造業　　　　　 307 473 ▲ 166 ▲ 35.1
　22　鉄鋼業　　　　　 471 882 ▲ 411 ▲ 46.6
　23　非鉄金属製造業　　　　　 146 173 ▲ 27 ▲ 15.6
　24　金属製品製造業　　　　　 817 1,191 ▲ 374 ▲ 31.4
　25　はん用機械器具製造業 809 1,202 ▲ 393 ▲ 32.7
　26　生産用機械器具製造業 459 699 ▲ 240 ▲ 34.3
　27　業務用機械器具製造業 98 170 ▲ 72 ▲ 42.4
　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業 128 185 ▲ 57 ▲ 30.8
　29　電気機械器具製造業 833 1,164 ▲ 331 ▲ 28.4
　30　情報通信機械器具製造業 73 107 ▲ 34 ▲ 31.8
　31　輸送用機械器具製造業　　　　　 4,578 6,578 ▲ 2,000 ▲ 30.4
　20,32　その他の製造業　　　　 154 255 ▲ 101 ▲ 39.6
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業（33～36） 236 134 102 76.1
Ｇ 情報通信業（37～41）　　 178 331 ▲ 153 ▲ 46.2
Ｈ 運輸業，郵便業（42～49）　　 1,756 2,425 ▲ 669 ▲ 27.6
Ｉ 卸売業，小売業（50～61）　　 3,154 4,146 ▲ 992 ▲ 23.9
　50～55　卸売業 819 1,293 ▲ 474 ▲ 36.7
　56～61　小売業 2,335 2,853 ▲ 518 ▲ 18.2
Ｊ金融業，保険業（62～67）　　　　 140 128 12 9.4
Ｋ 不動産業，物品賃貸業（68～70）　　　 212 230 ▲ 18 ▲ 7.8
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業（71～74） 632 826 ▲ 194 ▲ 23.5
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業（75～77）　 775 1,536 ▲ 761 ▲ 49.5
　75宿泊業 87 210 ▲ 123 ▲ 58.6
　76,77　飲食サービス業 688 1,326 ▲ 638 ▲ 48.1
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業（78～80） 1,125 1,865 ▲ 740 ▲ 39.7
Ｏ 教育,学習支援業（81,82）　　　 21 28 ▲ 7 ▲ 25.0
Ｐ 医療,福祉(83～85） 2,616 3,212 ▲ 596 ▲ 18.6
Ｑ 複合サービス事業（86,87） 102 121 ▲ 19 ▲ 15.7
Ｒ サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 1,530 2,173 ▲ 643 ▲ 29.6
Ｓ,Ｔ 公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 3 6 ▲ 3 ▲ 50.0
Ａ,Ｂ 専門的,技術的,管理的職業 2,695 3,079 ▲ 384 ▲ 12.5
Ｃ 事務的職業 1,840 2,676 ▲ 836 ▲ 31.2
Ｄ 販売 2,023 2,699 ▲ 676 ▲ 25.0
Ｅ サービス 4,423 6,442 ▲ 2,019 ▲ 31.3
Ｈ,Ｉ,Ｊ,Ｋ 技能工,採掘,製造,建築の職業 16,995 23,081 ▲ 6,086 ▲ 26.4
  (49～64) 製造・製作の職業 12,296 17,515 ▲ 5,219 ▲ 29.8
  (69,72) 定置機械・建設機械運転 1,057 1,136 ▲ 79 ▲ 7.0
  (70,71,73～78)採掘・建設・労務の職業 3,192 3,868 ▲ 676 ▲ 17.5
  (65～68) その他 450 562 ▲ 112 ▲ 19.9
上記以外の職業 345 395 ▲ 50 ▲ 12.7

28,321 38,372 ▲ 10,051 ▲ 26.2
29　人　以　下 8,331 10,054 ▲ 1,723 ▲ 17.1
30　～　99　人 7,421 10,135 ▲ 2,714 ▲ 26.8
100　～　299　人 5,498 7,643 ▲ 2,145 ▲ 28.1
300  ～　499　人 1,434 2,299 ▲ 865 ▲ 37.6
500  ～　999　人 1,385 2,170 ▲ 785 ▲ 36.2
1,000　人　以　上 4,252 6,071 ▲ 1,819 ▲ 30.0

300　人　以　上 7,071 10,540 ▲ 3,469 ▲ 32.9
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産業・職業・規模別求人状況
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